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  １  目   的  「 おー バス事 業 に つい て」 

「 学 校再編 に つい て 」行政 視 察 
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  ５  てん 末報告  

          別紙 の とお り  



 

 

小山市市視察報告 

視察報告 
視察項目   おーバス事業について 

対応  都市整備部 都市計画課 課⾧ 谷内 祐一氏 

      同課 新交通・バス推進係⾧ 黒川 英寿氏 

                主査 内田 直人氏 

小山市では、民間バスが自家用車の保有台数の増加とともに、路線バスの利用者が減少、

それに伴う民間バス会社の路線バスの減便が進み、小山市コミュニティバスの実証運行が平

成 14 年に開始された。平成１９年には民間バスが撤退。 

小山市コミュニティバス（おーバス）の公共交通における役割も大きくなった。  

実証実験は路線バス会社に委託をし、当初４コースではあったが、撤退に伴い現在１５コ

ースを運行している。それぞれのコースの運行にはプロポーザル方式でタクシー会社２社、

観光バス会社、民間のバス会社の４社がそれぞれのコースを担っている。 

料金は中学生以上６５歳未満２００円、小学生・６５歳以上・障がい者は１００円となっ

ている。 

令和元年には全線乗り放題定期券（通称 noroca）の販売を通常１カ月８０００円を５０％

オフの４２００円に、６カ月定期通常４８０００円を 70％オフの１５０００円で販売、当

初 150 人低度の購入者が現在 894 人に拡大、年間延べ乗客数も 100 万人を超えたというこ

とである。 

運行経費は全体で 3.34 億円、補助の内訳は運行収入で 1.30 億円、運行補助で 2.04 億円（市

の補助金は 1.5 億円）となっている。 

 

小山市地域公共交通計画（令和 5 年 2 月策定）に策定され 

（1）小山市が取り組む公共交通の位置付けの明確化 

 （2）公共交通行政の戦略と指針 

 （3）公共交通によるサービス水準の設定及び⾧期保障の明確化※  

（4）住民参画の手引き  

（5）運送事業者向けガイドラン 

２．小山市にとっての公共交通の位置づけと取組み方針 

 （１）公共交通は、都市において必要不可欠な「都市機能」であり、都市の運営ツールお

よび市民への公共 サービスと位置付け、そのサービス水準は上位目標に照らして市が主体

的に設定するとともに、責任を持ってその実現にあたります。  

（２）目標実現にあたっては、民間事業者の力を活用してその効率的な運営に努めます。  



 

 

（３）公共交通のサービス内容の検討・決定にあたっては、本計画の枠組みに従って市民意

見の反映に努め 市が率先して市民のための公共交通を実現します。  

３．公共交通により実現を目指すまちと暮らしの姿 

基本理念「小山に生きる。おーバスが活きる。」 ～マイカー無しでも便利な移動サービス

と豊かな生活を小山市民、小山への来訪者に提供する～  

（１）おーバス（路線バス）を便利なバスへ  

（２）タクシー、デマンドバス等との連携により、移動サービスの充実へ 

（３）生活サービスとの連携により、まちや地域全体の活性化へ  

以上の計画に基づき「おーバス事業」が取り組まれている。 

コミュニティバスでカバーできない地域はデマンドバスが５つの地域ごとに運行を行い

カバーをしている。 

料金は中学生以上６５歳未満３００円 

小学生・６５歳以上・障がい者は２００円 

で自宅に迎えに来ていただき、行先も学校・保育所などの公共施設、駅、病院 

福祉施設、商店など細かく停留所も設定され、利用頻度も高い。 

 

（考察） 

本市もローズバスがあるものの、路線や便数の問題で乗車数の伸び悩みがある。 

抜本的に市内全体のバス路線のコースの見直しを南海バスとも協議を行い見直す必要があ

る。 

デマンドバスについても、小山市の取り組みは大変参考になる。 

地域公共交通協議会が年 2 回開催され、コースの見直しや路線の拡大など審議し 1 年後

には実現できるようにすすめられている。 

 本市も協議会が市の全体の公共交通のあり方について議論できる場であり、充実を求む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

埼玉県行田市視察報告 
視察項目  学校再編について 

   対応 学校教育部 教育総務課 課⾧ 岡部 将弘氏 

                  主幹 嶋田 邦彦氏 
平成 20 年度に策定した 「行田市公立学校再編成計画」では過小規模校での複式学級編成

の解消・回避を目指し、一部の小学校において再編成に取り組んだが、実現に至らなかった

経過があり、その反省も踏まえ、より良い学習環境の確保のための小中一貫教育を推進する

必要性を認識するとともに、少子化等の社会的な背景から、全市的な視点で小中学校の学級

等の規模と配置の適正化について検討し、平成 31 年度に「行田市公立学校適正規模・適正

配置の基本方針及び再編計画」を策定した。16 小学校８中学校を地域ごとに 2035 年までに 

7 小学校 1 義務教育学校 7 中学にする計画であった。しかし 3 小学校と 1 中学校の義務教育

学校の市民との説明会を繰り返す中、市民からの不安など地域住民からの不安があり、対象

の小学校の 1 年生の児童保護者、就学前保護者にアンケートをとった結果、義務教育学校へ

の反対が 7 割を超えたため計画を撤回した。義務教育学校への説明不足が原因であると分

析、複式学級回避の統合にはおおむね市民には理解が得られたという認識。 

ただ計画に基づき、複式学級回避のために４小学校を再編し２小学校を新たに新設、2 小学

校を 1 小学校へ編入が令和 4 年に行われた。 

また令和 5 年に 2 小学校を再編し 1 小学校を新設した、どの学校も再編後、通学に遠くな

った校区の児童はスクールバスで送迎。 

 現在、教育委員会は新たに「行田市義務教育学校設置に向けた再編計画（案）」を策定し

市内の全ての小中学校を再編し 3 つの地域に再編 3 つの義務教育学校設置にむけた方針に

ついてパブリックコメントを行っている。今後具体的なスケジュール等市民の意見を聞きな

がら進めるということである。 

 （考察） 

本市も小中学校の再編計画が進められようとしているが、市民の理解が得られていない状況

である、行田市は市民に対し説明会が時間をかけて行われ、複式学級についてもメリット、

デメリットを示し、最初から複式学級は教育上良くないという立場でなく、市民に判断でき

る材料を丁寧に行っている。 

 本市の教育委員会は市民に対し「小規模は教育上課題があり解決しないといけない」とい

う市民への押し付けではなく、市民が判断できる材料を提供し、街頭校区の市民と一緒にど

のような学校をつくるのかをかんがえる中で方向性を考えるべきであると感じた。 

 その選対が複式学級受け入れになるのか、それとも統廃合なのかは、そこに暮らす住民の

判断にゆだねこと、そのための公平な資料を住民に提供することが必要ではないか。 


